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1　はじめに
ຊ࿦文Ͱ͸ɼ「ࣾձతഎܠͷҟͳΔάϧʔϓؒ
ͷ݈߁ঢ়ଶͷ૬ҧ」ʢۙ౻ 
�201�ʣ�ͱఆٛ͞ΕΔ
ਓͷ݈ݸɼਤ̍ʹࣔ͢Α͏ʹɼ͍ͯͭʹࠩ֨߁݈
Δ要Ҽͱͯ͠ɼ「ʢࣾձతͳʣ�෺࣭͢ࡏঢ়ଶʹհ߁
తڥ؀」΍「ࣾձαʔϏε」ʹয఺Λ͋ͯͯɼ
8)0�ʢੈքอ݈ؔػʣ�΍೔ຊʹ͓͚Δྺ࢙΍ݱ
ঢ়Λ੔ཧ͢Δ͜ͱΛ௨ͯ͠ޙࠓͷ՝୊Λݕ౼͢
Δɽ۩ମతʹ͸ɼ݈ࠩ֨߁ͷ؍఺ʹ͍ͯͮجɼਓ
Խͳྸߴࢠण໋ɼ͓Αͼɼগ߁ण໋ɼ݈ۉɼฏޱ
Ͳʹ͓͚Δ໰୊఺Λ͋͛ͨ͏͑Ͱɼ教育੓ࡦΛؚ
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図 1　社会経済的状況と健康状態の関連　　（注）近藤（2006）をもとに作成
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Ήࣾձ੓ࡦͷ͋ΓํΛ࿦͡Δɽ

2　健康格差に関する諸政策
2.1　WHOと日本とにおける動向
ۙ౻�ʢ201�ʣ� ʹΑΔͱɼ݈ࠩ֨߁ʹؔͯ͠ɼ

1��0 年͔ࠒΒઌ進ॾࠃΛத৺ʹͯࣾ͠ձ࿈ଳ΍
෱ࠃࢱՈͷ͋Γํ͕ݕ౼͞ΕΔΑ͏ʹͳ͖ͬͯ
ͨɽ۩ମతʹ͸ɼ1��8 年ʹι࿈ͷΞϧϚɾΞλ
Ͱ8)0͕ओࡍࠃͨ͠࠵ձٞʹ͓͍ͯɼ֤ࠃՈͷ
໾ׂΛॏͭͭ͠ࢹɼجຊతਓݖͱͯ͠ͷੜଘݖͷ
ͱ͍͏໨ඪΛ「Λ߁݈ʹ΂ͯͷਓ͢」఺͔Βͷ؍
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ؚΉΞϧϚɾΞλએ࠾͕ݴ୒͞Εͨɽ͜ͷએݴΛ
一ͭͷػܖͱͯ͠ɼද 1ʹࣔ͢Α͏ʹɼ8)0ʹ
ΑΔ༷ʑͳ݈߁੓͞ࢪ࣮͕ࡦΕɼ೔ຊͰ͸ɼද̎
ʹࣔ͢Α͏ʹɼͦΕΒͷ੓ࡦͱݺԠͭͭ͠ɼ「ࠃ
ຽ݈߁ରͮ͘ࡦΓ」΍「݈߁೔ຊ 21」ͳͲͷॾ੓
ΒΕ͖ͯͨɽ͡ߨ͕ࡦ
2.2　ハイリスク戦略とポピュレーション戦略
ද̍ͱද͔̎ΒΘ͔ΔΑ͏ʹɼۙ年ͷݦஶͳಛ
௃ͱͯ͠ɼࣾձͷ͋Γํ͕ݸਓͷ݈͘ڧʹ߁Өڹ
͢Δͱ͍͏ଊ͑ํ͕一ൠతʹͳ͖ͬͯͨ఺Λࢦఠ
Ͱ͖Δɽۙ౻ʢ201�ʣʹ ΑΔͱɼ͜ͷ఺ʹؔ͢Δ
༧๷ҩ学తͳํ๏͸ɼҎԼʹ͋͛ΔϋΠϦεΫઓ
ʢུIJHI�SJTL�TUSBUFHZʣͱϙϐϡϨʔγϣϯઓུ

ʢQPQVMBUJPO�TUSBUFHZʣͱʹ大ผ͞ΕΔɽ
2.2.1　ハイリスク戦略
ϋΠϦεΫઓུͱ͸ɼ݈߁ʹؔ͢Δݥة要ҼΛ
΋ͭݸਓΛબఆͨ͠͏͑Ͱɼͦͷݸਓʹରͯࣾ͠
ձతհೖΛ͢Δ͜ͱʹΑΔ༧๷ࡦΛ͞͠ɼਤ̍ʹ

表 1　WHOなどにおける健康政策の変遷
年　代 事　　項
1978 年「アルマ・アタ宣言」: WHO が主催して、ソ連

のアルマ・アタで開催された国際会議で、「すべ
ての人に健康を」という目標が採択された。

1980 年「ブラック報告書」: イギリスの健康格差は貧困
を主な要因として拡大していることを示した。

1986 年「オタワ憲章」: 第１回健康づくり国際会議がカ
ナダのオタワで開催され、健康づくりのために
新たな公衆衛生をめざすことを採択した。

1988 年「アデレード勧告」: 第 2 回健康づくり国際会議
が、オーストラリアのアデレードで開催され、
各国民の健康を支援する健康目標を設定するこ
とを決定した。

1998 年 報告書「健康の社会的決定要因 　確保たる事実」: 
ヨーロッパ各国に対して各国民の健康格差の縮
小に関する数値目標を示すことを求めた。

2005 年「健康の社会的決定要因に関する委員会」：健康
格差を主題とした EUサミットがイギリスで開
催され、健康格差の削減に対する施策を強化す
ることで合意した。

2007 年「アデレード声明」：アデレードで開催された国
際会議で、「すべての政策に健康を考慮すること」
という声明がだされた。

2013 年「第 8回健康づくりの国際会議」： ノルウェーの
ヘシンキで開催された国際会議で、各国政府が
各国民の健康に責任をもつ必要性を確認した。

͓͚Δ「෺࣭తڥ؀」΁ͷհೖʹ΄΅૬Ԡ͢Δɽ
ۙ౻ʢ201�ʣʹ ΑΔͱɼϋΠϦεΫઓུ͕ԁ׈ʹ
ೳ͢ΔͨΊʹ͸ҎԼͷ̐ͭͷ৚͕݅ඞ要Ͱ͋ػ
Δɽ第̍͸ɼ༷ʑͳݥة要Ҽ͸ಛఆͷগ਺ͷऀʹ
要ҼΛ΋ݥةೝΊΔ͜ͱͰ͋Δɽ第̎͸ɼͯͬݶ
ͭऀΛ਍அ͢ΔͨΊͷ؍٬తͳํ๏Λཱ֬͢Δ͜
ͱͰ͋Δɽ第̏͸ɼ௕ؒظʹΘͨͬͯ༗ޮͳ༧๷
๏ͱ࣏ྍ๏ͱΛཱ֬͢Δ͜ͱͰ͋Δɽͦͯ͠ɼ第
̐͸ɼݥة要ҼΛ΋ͭ΄ͱΜͲͷऀʹରͯ͠ɼ౰
֘ͷ༧๷ࡦͷఏ͕ڙՄೳͳ͜ͱͰ͋Δɽۙ౻�
ʢ201�ʣ͸ɼϋΠϦεΫઓུʹؔͯ͠ɼ͜ΕΒͷ
৚݅ͷ͏ͪͰ第̎ͷ৚݅ͷΈ͕ຬͨ͞ΕΔ͜ͱ͕
ଟ͍఺ͱɼࣗݾ੹೚Λա౓ʹڧௐͯ͠ݸਓʹର͠
ͯࣾձతհೖΛ͢Δ͕͋޲܏Δ఺ͱΛࢦఠͨ͠͏

表２　日本における健康政策の変遷
年　代 事　　項
1988 年 「第二次国民健康対策づくり」：高齢化に起因し

て、成人病者が増え、医療費が急増した。
健康志向、余暇志向、１次予防が強調された。
健康意識の啓発、運動指導者の育成、運動施設
の整備が重視された。

2000 年 「第三次国民健康対策づくり」「健康日本 21」：
目的として、壮年期の死亡者の減少、健康寿命
の延伸、生活の質の向上を明示した。
基本方針として、一次予防の重視、健康づくり
のための環境の整備、目標等の設定の整備、目
標等の設定と評価、参加と連携を重視した。

2003 年 「健康増進法」： 国民の健康維持と疾病予防を目
的として施行された。

2007 年 「健康増進法」に関する中間評価報告書：顕著
な成果がなかったこと、産業界との連携、メタ
ボリック・シンドロームの概念の普及などの必
要性が明記された。

2008 年 「特定健康診査」：メタボリック・シンドローム
を早期に発見するために開始された。診査のの
結果、一定の基準以上の場合には、食生活や運
動習慣に関する指導を課した。

2013 年 「健康日本 21（第 2次）」：基本理念として、健
康寿命の延伸、健康格差の縮小、社会的環境の
改善などをあげ、それらに対する目標設定など
を規定した。 

2018 年 「健康日本 21 （第 2次）」の健康目標の６割を達
成したという報告書が公表された。
「改正健康増進法」：受動喫煙への対策などを強
化した。
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೔ຊͷ݈ࠩ֨߁

͑ͰɼϙϐϡϨʔγϣϯઓུΛॏ͢ࢹ΂͖Ͱ͋Δ
ͱओு͍ͯ͠Δɽ
ͨͩ͠ɼݸਓͷ݈߁ʹؔͯ͠ɼϋΠϦεΫͷঢ়
ଶʹୡ͍ͯ͠ͳ͍ऀʹରͯ͠͸ɼ্هͷΑ͏ͳϋ
ΠϦεΫઓུʹ͓͚Δଊ͑ํʹ͖ͭͭͮجɼͦΕ
Β̐ͭͷ৚͕݅ेશʹ͸ຬͨ͞Ε͍ͯͳ͍৔߹ʹ
΋ɼͨͱ͑͹ɼԼهͷΑ͏ͳঢ়گʹରͯ͠ɼ͍Θ
͹ϦεΫઓུΛ࠾Δ͜ͱ͸༗༻Ͱ͋Δͱ͑ߟΒΕ
Δɽ
͢ͳΘͪɼ201� 年౓ʹ͓͚Δ「ମྗɾӡಈೳྗ
ௐࠪ」ʢεϙʔπிʣͰ͸ɼ「ӡಈΛि̍೔Ҏ্࣮
Δ」ͱճ౴͍ͨͯ͠͠ࢪ 20 ୅͔Β �0 ୅ͷঁੑͷ
��� Ͱ͋Γɼ20 年લͱൺֱͯ͠ ��΄Ͳ௿Լ͠
ͨͱ͍͏ঢ়͕ࣔ͞گΕɼͦͷओҼ͸ब࿑͢Δঁੑ
͕૿Ճͨ͜͠ͱʹ͋Δͱ͍͏ใ͕ࠂͳ͞Εͨɽ͜
͏ͨ͠ঢ়͍ͯͮجʹگɼεϙʔπிͰ͸ɼ2018
年݄̕ 「ʹεϙʔπ࣮ࢪ཰্޲ͷͨΊͷߦಈܭը」
ͷ࡞੒Λྃ͠׬ɼ20 ୅͔Β �0 ୅ͷঁੑΛର৅ʹ
ͯ͠ɼӡಈ͠ͳ͍͜ͱʹΑΔ্݈߁ͷϦεΫΛप
஌͢ΔͨΊͷॾܭըΛཱҊ͍ͯ͠Δͱ͍͏�ʢ೔ຊ
৽ฉ 2018ࡁܦ 年 10 ݄ 8 ೔ ேץʣɽ͜ΕΒͷॾ
Δ͜ͱʹΑͬͯɼ͢ߦըΛϦεΫઓུͱ࣮ͯ͠ܭ
গͳ͘ͱ΋ෛͷޮՌΛٴ΅͢͜ͱ͸͑ߟΒΕͳ͍
͜ͱʹͮ͘جͱɼϙϐϡϨʔγϣϯઓུͱซͤͯ
ϦεΫઓུ΋͡ߨΔඞ要͕͋Δͱ͑ߟΒΕΔɽ
2.2.2　ポピュレーション戦略
ϙϐϡϨʔγϣϯઓུ͸ɼʢࣾձతͳʣ�෺ཧత
ঢ়߁Λ੔උ͢Δ͜ͱʹΑͬͯɼ集ஂશମͷ݈ڥ؀
ʹΛ͞͠ɼਤ̍ࡦΛ૿進͢Δ͜ͱΛΊ͟͢༧๷گ
͓͚Δ「ࣾձతαʔϏε」ͱͯ͠ͷݸਓ΁ͷࣾձ
తհೖʹ΄΅૬Ԡ͢Δɽͭ·ΓɼϙϐϡϨʔγϣ
ϯઓུͰ͸ɼࣾձͷ͋Γํ͕ݸਓؒͷ݈ࠩ֨߁Λ
ੜͤ͡͞Δͱଊ͑Δ͜ͱʹΑͬͯɼࣾձอো੍౓
΍教育੓ࡦͳͲΛݕ౼͠Α͏ͱ͢Δɽ
ϙϐϡϨʔγϣϯઓུͷ۩ମྫͱͯ͠͸ɼ2002
年ʹ੍ఆ͞Ε݈ͨ૿߁進๏ɼ201� 年ʹ੍ఆ͞Ε
ͨվਖ਼݈૿߁進๏ɼ͓Αͼɼ2020 年͔Β౦ژ౎
Ͱ࣮͞ࢪΕΔडಈ٤Ԏ๷ࢭ৚ྫ͕͋͛ΒΕΔɽ݈
ຽͷٛ຿ͱͯ͠Ґஔࠃҡ࣋Λ߁進๏Ͱ͸ɼ݈૿߁

͚ͮͯɼ֤࣏ࣗମ΍֤ҩྍؔػʹͦͷٛྗڠ຿Λ
՝ͨ͠ɽ͜ͷ๏཯ʹ͍ͨͮج۩ମతͳ੓ࡦͱͯ͠
͸ɼͨͱ͑͹ɼଟ਺ͷऀ͕ར༻͢Δࢪઃͷ؅ཧऀ
ʹରͯ͠ɼडಈ٤ԎΛ๷͢ࢭΔͨΊͷ౒ྗنఆΛ
՝ͨ͠Γɼ200� 年౓͔Β �5 Ҏ্Λର৅ͱͨ͠ࡀ
հޢ༧๷ݕ਍͕։࢝͞Εͨɽ·ͨɼվਖ਼݈૿߁進
๏Ͱ͸ɼडಈ٤Ԏʹؔͯ͠ɼ݈૿߁進๏ͷ৔߹Α
Γ੍نͷఔ౓ΛڧΊΔ͜ͱ͕نఆ͞Εͨɽ͞ Βʹɼ
डಈ٤Ԏ๷ࢭ৚ྫͰ͸ɼैۀһΛޏ༻͍ͯ͠Δҿ
৯ళͰ͸ɼݪଇతʹېԎʹ͢Δ͜ͱ͕نఆ͞Εͯ
͍Δɽ

3　日本における人口と平均寿命
3.1　日本における人口
2015 年ͷࠃ੎ௐࠪʹΑΔͱɼ೔ຊͷਓޱ͸໿ 1

ԯ 2�11 ສਓͰ͋Γɼ2010 年ͷ৔߹ͱൺֱͯ͠໿
�� ສਓͷݮগΛࣔͨ͠ɽ͜͏ͨ͠ݮগ͸ޙࠓ΋
ଓ͖ɼ20�0�年ʹ͸ɼੜ࢈年ྸਓޱʢ15͔ࡀΒ ʣࡀ��
͸ࡏݱΑΓ 800 ສਓ΄Ͳݮগͯ͠໿ 55�0 ສਓʹ
ͳΓɼࡁܦ੒௕཰͸ 0�5� ΄ͲԼ߱͢Δͱ༧ଌ͞
Ε͍ͯΔ�ʢ೔ຊࡁܦ৽ฉ 201� 年 2 ݄ 2� ೔ ே
͸ɼ20�0ޱʣɽ͞Βʹɼ೔ຊͷਓץ 年ʹ͸໿ �28�
ສਓʹ·Ͱݮগͯ͠ɼ�5 Ҏ্ͷਓʹؔͯ͠͸ɼࡀ
લ年ͷ৔߹ΑΓ 5� ສਓ΄Ͳ૿Ճͯ͠໿ �515 ສਓ
ʹͳΓɼਓޱશମͷ໿ 28� Λ઎ΊΔͱ͍͏�ʢே
೔৽ฉ 2018 年�� ݄ 2 ೔ ேץʣɽ
࣋ଓతͳࡁܦ੒௕ͷͨΊʹ͸ɼੜ࢈年ྸਓ͕ޱ

૿Ճ͢Δ͜ͱΑΓ΋ٕज़進าͷํ͕ॏ要Ͱ͋Δ�
ʢ٢઒ 
�201�ʣ�ͱ͍͏ݟղ͕͋Δɽ͔͠͠ͳ͕Βɼ
ϐέςΟ�ʢ2015ʣ�͸ɼٕज़進าʹؔͯ͠ੈքͷྺ
࢙Λ෼ੳͨ݁͠Ռͱͯ͠ɼ20 ੈ紀ͷੈքͷਓޱ
૿Ճ͸ɼࡁܦ੒௕཰ͷ 50� ఔ౓Λઆ໌͢Δͱ͍
͏ओுΛ͍ͯ͠ΔɽຊߘͰ͸ɼϐέςΟ�ʢ2015ʣ�
ʹΑΔ͜ͷओுʹଈͯ͠ɼ೔ຊͷ݈ࠩ֨߁ʹؔ͢
Δ༷ʑͳঢ়گΛ੔ཧ͢Δ͜ͱʹΑͬͯɼ೔ຊͷ文
Խਫ४ͱɼݸਓ΍ۀاͷੜੑ࢈ΛߴΊΔͨΊͷॾ
Δɽ͢౼ݕͷ͋ΓํΛࡦํ
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3.2　日本人の平均寿命と健康寿命
3.2.1　平均寿命に関する地域間格差
౎ಓ෎ݝผʹ࣌୅ผͷฏۉण໋ʹؔ͢Δσʔλ
ͷ一部Λࣔͨ͠ද �ͱද �͔ΒΘ͔ΔΑ͏ʹɼ͍
ͣΕͷ࣌୅ʹ΋஍Ҭ͕ؒ֨ࠩೝΊΒΕΔɽ͞ Βʹɼ
ද �ͱද ण໋ͷۉͷฏݝɼ֤౎ಓ෎͍ͯͮجʹ�
ॱҐʹؔͯ͠ɼ֤࣌୅ؒͰεϐΞϚϯͷॱҐ૬ؔ
ग़ͨ݁͠ՌΛදࢉ਺Λ܎ 5ͱද �ʹࣔ͢ɽ͜ΕΒ
ͷ݁Ռʹ͓͍ͯɼঁੑͷ৔߹ΑΓஉੑͷ৔߹ʹ֤
஋͕ۙ͢ࣅΔ͕͋޲܏Δ఺ɼ͓ΑͼɼஉঁؒͰ࠷
大஋ͱ࠷খ஋ͷࠩΛൺֱ͢Δͱɼஉੑͷ৔ʢST ��

��2 ͱ ST �����ʣ�ͱঁੑͷ৔߹�ʢST ����1 ͱ ST ���51ʣ�
ʹ΍΍૬ҧ͕ೝΊΒΕΔ఺͕ಛʹ஫໨͞ΕΔɽ͜
ΕΒͷ఺͸ɼฏۉण໋ͷԆ৳ʹؔͯ͠ɼஉঁͱ΋
ʹ֤౎ಓ෎ݝʹ͓͍ͯɼϦεΫઓུ΍ϙϐϡϨʔ
γϣϯઓུͱͯ͠ͷ֤݈߁੓͕ࡦਖ਼ͷޮՌΛٴ΅
͠͏Δ͜ͱɼ͓Αͼɼঁੑͷํ͕ɼ༷ʑͳϦεΫ
ઓུͱϙϐϡϨʔγϣϯઓུͱΛબ୒తʹڗड͢
Δࣾձతཱ৔ΛͱΓ͏Δ৔߹͕ଟ͍͜ͱͳͲʹى
Ҽͯ͠ɼͦͷޮՌ͸૬ରతʹ͍͜ڧͱΛࣔࠦͯ͠
͍Δͱ͑ߟΒΕΔɽ

表 3　男性の平均寿命の推移（歳）

順位
1975 年 1985 年 1996 年 2006 年 2015 年

順位 平均寿命  順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命
全国 71.79 74.95 76.70 78.79 80.77
東京 1 73.19 5 75.60 20 76.91 5 79.36 11 81.07
神奈川 2 72.95 6 75.59 6 77.20 3 79.52 5 81.32
京都 3 72.63 10 75.39 11 77.14 7 78.34 3 81.40
長野 4 72.40 2 75.91 1 78.08 1 79.94 2 81.75
愛知 5 72.39 9 75.44 21 76.90 14 79.05 8 81.10
… … … … … … … … … … …
鹿児島 43 70.54 43 74.09 39 76.13 43 77.97 43 80.02
岩手 44 70.27 39 74.37 33 76.35 45 77.92 45 79.86
高知 45 70.20 45 74.04 37 76.18 44 77.93 37 80.26
秋田 46 70.17 44 74.12 44 75.92 46 77.44 46 79.81
青森 47 69.69 47 73.05 47 74.71 47 76.27 47 78.67

表 4　女性の平均寿命の推移（歳）
順位 1975 年 1985 年 1996 年 2006 年 2015 年

順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命 順位 平均寿命
全国 77.01 80.75 83.22 85.75 87.01
沖縄 1 78.96 1 83.70 1 85.98 1 86.88 7 87.44
東京 2 77.89 11 81.09 33 83.12 28 85.70 15 87.26
神奈川 3 77.85 7 81.22 25 83.35 18 86.83 17 87.24
岡山 4 77.76 5 81.31 6 83.81 4 86.49 2 87.67
静岡 5 77.64 4 81.37 7 83.67 16 86.06 24 87.10
… … … … … … … … … … …
栃木 43 76.31 44 79.98 43 82.76 46 85.93 46 86.24
岩手 44 76.20 26 80.69 23 83.41 37 85.49 42 86.44
茨城 45 76.12 45 79.97 41 82.87 43 85.26 45 86.33
徳島 46 76.00 33 80.56 32 83.17 30 85.67 40 86.66
秋田 47 75.96 40 80.29 35 83.12 45 85.19 44 86.38

表 5 　平均寿命の時代間の順位相関係数 （男性）
1975 年 1985 年 1996 年 2006 年 2015 年

1975 年 ** ** ** **

1985 年 0.83 ** ** **

1996 年 0.63 0.88 ** **

2006 年 0.80 0.85 0.83 **

2015 年 0.75 0.77 0.73 0.92

（注） 表中の ** は 1%での有意差を示す。

表 6　平均寿命の時代間の順位相関係数 （女性）
1975 年 1985 年 1996 年 2006 年 2015 年

1975 年 ** ** ** **

1985 年 0.72 ** ** **

1996 年 0.51 0.80 ** **

2006 年 0.54 0.75 0.83 **

2015 年 0.62 0.68 0.75 0.91

（注） 表中の ** は 1%での有意差を示す。
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3.2.2　健康寿命に関する地域間格差
౎ಓ෎ݝผʹ݈߁ण໋�ʢհޢΛ要͞ͳ͍年ྸʣ�
ʹؔ͢Δۙ年ͷσʔλͷ一部Λࣔͨ͠ද �ͱද 8
͔ΒҎԼͷ̑ͭΛࢦఠͰ͖Δɽ第̍͸ɼฏۉण໋
ͷ৔߹ͱಉ༷ʹɼ஍Ҭ͕ؒ֨ࠩೝΊΒΕΔ఺Ͱ͋
Δɽ第̎͸ɼͦͷ஍Ҭؒ֨ࠩ͸ɼฏۉण໋ͷ৔߹
ͱൺֱ͢Δͱɼ֤஍Ҭ͸ඞͣ͠΋一ఆ͍ͯ͠ͳ͍
఺Ͱ͋Δɽ第̏͸ɼ݈߁ण໋ʹؔͯ͠ɼ201� 年
ͱ 201� 年ͷσʔλΛൺֱ͢Δͱɼ্Ґͷ஍Ҭؒ
Ͱมಈ͢Δ͕޲܏ೝΊΒΕΔ఺Ͱ͋Δɽ͜ΕΒͷ
఺͸ɼ֤஍Ҭʹ͓͍ͯ࠾ΒΕͨϦεΫઓུ΍ϙ
ϐϡϨʔγϣϯઓུͱͯ͠ͷ݈߁੓͕ࡦਖ਼ͷޮՌ
Λٴ΅͠͏Δ݁Ռͱͯ͠ଊ͑Δ͜ͱ͕Ͱ͖Δɽ

表 7　都道府県別の男性の健康寿命 （歳）
順位

（2016 年） 都道府県 健康寿命 順位
（2013 年）

1 山梨 73.21 1
2 埼玉 73.10 21
3 愛知 73.06 12
4 岐阜 72.89 19
5 石川 72.60 4
・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・
42 高知 71.37 46
43 和歌山 71.36 20
44 徳島 71.34 47
45 愛媛 71.33 36
46 秋田 71.21 39

（注）  熊本県のデータは、2016 年の熊本地震の影響を考慮して、
削除した。この点は表 8の場合も同様である。

表 8　都道府県別の女性の健康寿命 （歳）
順位

（2016 年） 都道府県 健康寿命 順位
（2013 年）

1 愛知 76.32 18
2 三重 76.30 8
3 山梨 76.22 1
4 富山 75.77 14
5 島根 75.74 38
・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・
42 滋賀 74.07 39
43 徳島 74.04 43
44 京都 73.97 45
45 北海道 73.77 26
46 広島 73.62 46

ͨͩ͠ɼ೔ຊͷ݈߁ण໋ͷԆͼ͸ 2010 年Ҏ߱
ʹಷԽ޲܏ʹ͋Δ�ʢौ୩ 
�2018ʣ�͜ͱʹͮ͘جͱɼ
ද̏ʹࣔͨ͠ɼϙϐϡϨʔγϣϯઓུͱͯ͠ͷ「݈
೔ຊ߁ 21�ʢ第 2࣍ʣ」ʢ201� 年ʣ�ʹ͓͚Δ「݈߁ण
໋ͷԆ৳ͱ݈ࠩ֨߁ͷॖখ」͸े෼ʹ͸ޮՌΛٴ
΅͍ͯ͠ͳ͍ͱ͑ߟΒΕΔɽ
3.2.3　 滋賀県におけるリスク戦略とポピュレー

ション戦略
2015 年ʹ͓͚Δ౎ಓ෎ݝผͷ࣎լݝͷฏۉण

໋͸ɼஉੑͰ͸શ̍ࠃҐͰɼঁੑͰ͸શ̐ࠃҐͰ
͋ͬͨɽ͔͠͠ɼ1��5 年ʹ͓͚Δ࣎լݝͷฏۉ
ण໋ͷঢ়گ͸ɼஉੑͰ͸શࠃ 2� ҐͰɼঁੑͰ͸
શࠃ �1 ҐͰ͋ͬͨɽಉݝͰ͸ɼͦ͏ͨ͠ঢ়گ΁
ͷରࡦͱͯ͠ɼ1�8� 年͔Β̑年͓͖ʹɼ࣎լݝ
ຽͷӫཆઁऔ΍٤Ԏ΍ӡಈश׳ʹؔ͢Δ「࣎լͷ
ɽͦͯ͠ɼ͖ͨͯ͠ࢪɾӫཆϚοϓ」ௐࠪΛ࣮߁݈
ͦΕΒͷௐࠪͰಘΒΕͨσʔλΛ஍Ҭ͝ͱʹ෼ੳ
ͨ݁͠Ռʹ͍ͯͮجɼ݈߁ʹؔ͢Δ۩ମతͳॾఏ
ҊΛ·ͱΊͨࢠ࡭Λ࣎լݝ಺ͷશੈଳʹ഑෍ͯ͠
͖ͨɽ
͔͠͠ɼͦ͏ͨ͠ରࡦ͸୹ظతʹ͸ݦஶͳޮՌ

Λٴ΅ͣ͞ɼ1��0 年ʹ͓͚Δ࣎լݝͷฏۉण໋
͸ɼஉੑͰ͸શࠃ 12 ҐͰɼঁੑͰ͸શࠃ �2 ҐͰ
͋ͬͨɽͨͩ͠ɼ࣎լݝ͸ɼͨͱ͑͹ɼऀྸߴʹ
ର͢Δੜ֔εϙʔπͷৼڵ΍ɼ学ߍ教育ʹ͓͚Δ
「݈΍͔ͳମΛ育Ή」͜ ͱͷਪ進ͳͲͷॾ੓ࡦΛ
ɽ·ͨɼͨͱ͑͹ɼ٤Ԏʹؔͯ͠͸ɼ͖ͨͯ͡ߨ
2001 年ʹ٤Ԏ཰Λ൒ͤ͞ݮΔͱ͍͏౒ྗ໨ඪΛ
ઃఆͨ͠Γɼ࣎լݝ಺ͰېԎ͔׬શ෼ԎΛ࣮͠ࢪ
͍ͯΔҿ৯ళΛެද͖ͯͨ͠ɽͦͷ݁Ռͱͯ͠ɼ
࣎լݝͷ٤Ԏ཰͸ݮগ͠ଓ͚ɼ201� 年ʹ͸ɼஉ
ੑͷ৔߹ʹશ࠷ࠃ௿ͷ 20��ˋʹͳͬͨɽ·ͨɼ࣎
լݝͷஉঁΛซ݈ͤͨ߁ण໋ʹؔͯ͠ɼ2015 年
·Ͱͷ 25 年ؒʹɼશߴ࠷ࠃͷ ��1 ͲԆͼͨɽ΄ࡀ
࣎լݝʹ͓͚Δ্هͷΑ͏ͳݱঢ়͸ɼ࣎լݝຽ

ͷ݈߁ʹؔ͢Δσʔλʹࢠ࡭͍ͯͮجΛ഑෍ͨ͠
Γɼ࣎լݝͱͯ͠ͷ٤Ԏʹؔ͢Δ౒ྗ໨ඪΛ࣎լ
Γͭ࠾ຽʹप஌ͨ͠ͱ͍͏఺Ͱ͸ϦεΫઓུΛݝ
ͭɼېԎ͔׬શ෼ԎΛ࣮͍ͯ͠ࢪΔҿ৯ళ�ʢ෺ཧ
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తڥ؀ʣ�Λެද͢Δͱ͍͏ࣾձతհೖΛͨ͠఺Ͱ
͸ϙϐϡϨʔγϣϯઓུΛ݁ͨͬ࠾Ռͱଊ͑Δ͜
ͱ͕Ͱ͖Δɽ

4　高齢化現象
4.1　高齢化に関する地域間格差
౎ಓ෎ݝผʹɼ�5 ͷ઎ΊΔ཰ऀྸߴҎ্ͷࡀ
ʹؔͯ͠ɼ2015 年ͷ஋ͱ 20�5 年ͷ༧ଌ஋ʹؔ͢
Δσʔλͷ一部Λද �ʹࣔ͢ɽද͔̕ΒΘ͔ΔΑ
͏ʹɼݦஶͳ஍Ҭ͕ؒ֨ࠩೝΊΒΕɼͦͷ཰͸ɼ
ळ田ݝ΍੨৿ݝͳͲͷ౦๺஍ํͰ্ҐΛ઎Ίɼਓ
͹ΕΔ౦ݺ集தͱۃ໘ͳͲʹ͓͍ͯ一ࡁܦ໘΍ޱ
΋௿͍ɽ࠷౎Ͱژ

表 9　都道府県別の 65歳以上の比率（%）

順位 都道府県 2045 年
（予測値） 2015 年

全国 36.8 26.6

1 秋田 50.1 33.8

2 青森 46.8 30.2

3 福島 44.2 28.7

4 岩手 43.2 30.4

5 山形 43.0 30.8

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

43 福岡 35.2 25.9

44 滋賀 34.3 24.2

45 愛知 33.1 23.8

46 沖縄 31.4 19.7

47 東京 30.7 22.7

（注） 日本経済新聞（2018 年 3 月 31 日　朝刊） から引用

�5 ൺʹؔͯ͠͸ɼ20�0ޱҎ্ͷਓࡀ 年ߴ࠷ʹࠒ
ʹୡͯ͠ɼࣾձอোڅ෇අͷର(%1ʢࠃ಺૯ੜ࢈ʣ
ൺ͸ɼ2018 年ͷ৔߹ͷ 21�5� ͔Β 25�ʹ্ঢ͢
Δͱ͍͏༧ଌ͕ͳ͞Ε͍ͯΔʢே೔৽ฉ 2018 年
10݄ 1�೔ ேץʣɽ͜ͷ༧ଌ΍ɼશࠃʹ઎ΊΔ౦
ʣͷਓݝɾਆಸ઒ݝɾઍ༿ݝۄ౎ɾ࡛ژʢ౦ݍژ
ൺ͸ɼ্ঢ͠ଓ͚͖ͯͨ݁Ռͱͯ͠ɼ2018ޱ ݄ 1
݄ͷ࣌఺Ͱ 28���ʹୡ͠ɼ͜͏ͨ͠一ۃ集த͸ࠓ
৽ࡁܦΑΓՃ଎͢Δͱ͍͏༧ଌʢ೔ຊʹޙ
ฉ 2018 年 �݄ 2�೔ ேץʣʹ ͷهͱɼ্ͮ͘ج
஍Ҭؒ֨ࠩ͸͞ΒʹਂࠁԽ͢ΔՄೳੑ͕͍ߴɽ

4.2　高齢化と貧困
֤Ոఉʹ͓͚Δࡁܦঢ়گʹؔͯ͠͸ɼͨ ͱ͑͹ɼ

Մॲ෼ॴಘʢ੫ۚ΍ࣾձอݥྉͳͲΛআ͍ͯɼݸ
ਓ͕ࣗ༝ʹͰ͖Δॴಘʣʹ ઎ΊΔফඅͷׂ߹ʢফ
අੑ޲ʣʹ ͓͍ͯɼ1�8� 年͔Β 201� 年ʹ͔͚ͯɼ
ͷ৔߹ʹ͸૿Ճ͕ͨ͠ɼए年૚ͷ৔߹ʹ͸ɼऀྸߴ
χʔτɾϑϦʔλʔ͕ͨ͜͠૿ٸͱ͕ओҼͱͳͬ
ͯɼ͔ ͳΓ௿Լͨ͠ɽ͔͠͠ɼශࠔͷऀྸߴͱχʔ
τɾϑϦʔλʔͷए年૚ͱ͕ɼ͍ͣΕ΋ޙࠓʹ૿
Ճ͠ଓ͚Δ͜ͱΛલఏʹ͢ΔͱɼͱΓΘ͚௿ॴಘ
ͷऀྸߴͷ৔߹ʹɼͦͷফඅੑ޲͸͔ͳΓݮগ͢
Δͱ͍͏఺Ͱͷ֦͕ࠩ֨ࡁܦ大͢Δͱ͍͏ঢ়͕گ
༧ଌ͞ΕΔɽ͜͏ͨ͠ঢ়گ΍ɼ௿ॴಘऀ΄Ͳංຬ
ʹͳΔՄೳੑ͕ߴ ʢ͘ਤ 2ʣɼੜ׆श׳පʹጶ͠ױ
΍͢ ʢ͍೔ຊࡁܦ৽ฉ 2018 年 1 ݄ �0 ೔ ேץʣ
͜ͱʹͮ͘جͱɼ΍͸ΓɼͱΓΘ͚ऀྸߴͷ৔߹
ʹɼ݈֦͕ࠩ֨߁大͢ΔՄೳੑ͕͍ߴͱ͑ߟΒΕ
Δɽ
4.3　高齢化と国民医療費
ද̏ͱද͔̐ΒΘ͔ΔΑ͏ʹɼ೔ຊਓͷۙ年ͷ

ฏۉण໋͸ɼஉঁͱͱ΋ʹݦஶʹԆ৳͢Δ͕޲܏
͋Δ͕ɼલड़ͨ͠Α͏ʹɼ೔ຊਓͷ݈߁ण໋ʹؔ
ͯ͠͸ɼ2010 年Ҏ߱ʹಷԽ͢Δ͕޲܏ΈͯͱΕ
Δɽ͜ΕΒͷ޲܏΍ɼ௿ॴಘऀ͕ංຬʹͳΓ΍͢
͍͜ͱʢਤ 2ʣɼ౦๺஍ํͳͲͰऀྸߴͷ཰͕ΑΓ
্ঢ͢Δ͜ͱʢද �ʣɼ͓Αͼɼ201� 年ʹग़ੜ͠
ͨ೔ຊਓͷฏۉण໋͸͔ͳΓԆ৳͢Δͱ༧ଌ͞Ε
͍ͯΔ͜ͱʢਤ �ʣʹ ͱɼਤͮ͘ج �ʹࣔ͢Α͏
ͳࠃຽҩྍඅͷ૯ֹʹؔͯ͠ɼͱΓΘ͚௿ॴಘऀ
ͷऀྸߴΛத৺ʹͯ͠ɼͦͷෛ୲ֹ͸ޙࠓʹ૿Ճ
͢Δ͜ͱ͕༧ଌ͞ΕΔɽͭ·Γɼऀྸߴʹ͓͚Δ
Β͑ߟͱ͍ߴ͸͞Βʹ֦大͢ΔՄೳੑ͕ࠩ֨߁݈
ΕΔɽ

5　少子化現象
5.1　少子化現象の概要
ಛघग़ੜ཰ʢ一ਓͷঁੑ͕一ੜͷ͏ͪʹग़ܭ߹

ʹͲ΋ͷ਺ʣࢠΔ͢࢈ ؔͯ͠͸ɼ2005 年ʹ͓͍ͯɼ
౷ܭͷ͋Δ 18�� 年Ҏ߱Ͱ࠷௿ͷ 1�2� ਓΛࣔͨ͠
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͕ɼͦͷޙ͸΍΍্ঢ͠ଓ͚ɼ201� 年ʹ͸ 1���
ਓʹୡͨ͠ɽͨͩ͠ɼਓޱ਺͕૿Ճʹస͡Δ஋ͱ
ͯ͠ͷ 2�0� ਓʹ͸ٴ͹ͳ͍ঢ়گʹ͋Δɽ·ͨɼ
ग़ੜ਺ʹؔͯ͠͸ɼ1��� 年ʹ͸第一࣍ϕϏʔϒʔ
Ϝͷͳ͔Ͱߴ࠷ͷ 2�� ສਓʹୡ͕ͨ͠ɼͦͷޙ͸
઴͠ݮଓ͚ͯɼ201� 年ʹ͸ա࠷ڈ௿ͷ �� ສ � ઍ
ਓʹͳͬͨɽ͞ΒʹɼݦஶͳগࢠԽݱ৅ͱฒ͠ߦ
ͭͭɼ֩Ո଒Խͷ進ߦɼڞಇ͖Ոఉͷ૿Ճɼ͓Α
ͼɼอ育ॴͷෆ଍ͳͲʹىҼͯ͠ɼঁੑͷॳࠗ年
ྸ͸ɼ201� 年ʹ 2��� ڈୡͯ͠ɼաʹࡀ 20 年ؒͰ
࢈Λग़ࢠͲ஗͘ͳͬͨɽ·ͨɼঁੑ͕第̍΄ࡀ̏
͢Δ年ྸ͸ɼ201� 年ʹ͸աߴ࠷ڈͷ �0�� ୡʹࡀ
͠ ʢͨ೔ຊࡁܦ৽ฉ 2018 年 � ݄ 2 ೔ ேץʣɽ
গࢠԽݱ৅ͷݪҼͱͯ͠͸ҎԼͷ̏఺ΛࢦఠͰ
͖Δɽ第̍͸ɼ201� 年ʹ͓͚Δ 25 Β͔ࡀ �� ࡀ
ͷঁੑਓ͕ޱɼલ年ൺͰ 2� ສ � ઍਓʢ2�5�ʣ́ Ͳ
�গͨ͠఺Ͱ͋Δɽ第̎͸ɼ201ݮ 年ʹ͓͚Δ 15
Β͔ࡀ �� ͸໿ޱͷঁੑਓࡀ 2
��8 ສਓͰ͋Γɼ
લ年ΑΓ 1��� ΄Ͳݮগͨ͠఺Ͱ͋Δɽ第 � ʹɼ
1��1 年͔Β 1��� 年ͷ第ೋ࣍ϕϏʔϒʔϜͷ࣌ظ
ʹग़ੜͨ͠ঁੑ͕ग़͠࢈ʹ͍͘年ྸʹୡͨ͠఺Ͱ
͋Δɽ
5.2　少子化高齢化と健康格差
೔ຊʹ͓͚Δො՝ํࣜ�ʢݱ໾ੈ୅͕ୀ৬ੈ୅ͷ
年ۚڅ෇Λෛ୲͢Δํࣜʣͱ͍͏ࠃຽ年੍ۚ౓Ͱ
͸ɼগྸߴࢠԽͷΑ͏ͳਓޱมಈ͕ൃੜ͠ɼࣾձ
શମͰͷݱ໾ੈ୅ʹର͢Δੈྸߴ୅ͷൺ཰͕ߴ·
Δͱɼݱ໾ੈ୅ͷෛ୲͕大͖͘ͳΔͱ͍͏՝୊͕
ੜ͡Δ�ʢ٦໦ 
�200�ʣ͜ ͱ͕ࢦఠ͞Ε͍ͯΔɽͦ
͏ͨ͠՝୊ʹର͢Δํࡦͱͯ͠͸ɼݱ໾ੈ୅ͷෛ
୲Λ大͖͘͢Δ͜ͱɼੈྸߴ୅ͷ年ۚڅ෇Λݮ࡟
͢Δ͜ͱɼ͋Δ͍͸ɼͦͷ྆ํΛಉ࣌ʹ͓͜ͳ͏
ͱ͍͏બ୒Λ͢Δඞ要͕͋Δ�ʢ٦໦ 
�200�ʣɽ要
͢ΔʹɼগྸߴࢠԽ͕ޙࠓ΋ଓ͘͜ͱ΍ɼϑϦʔ
λʔͱχʔτ͸ࠃຽ年ۚΛࢧ෷Θͳ͍৔߹͕ଟ͍�
ʢࢁ田 
�200�ʣ�͜ͱΛલఏʹ͢Δͱɼݱ໾ੈ୅ͷ
อݥྉͷෛ୲͕大͖͘ͳΒ͟ΔΛ͑ͳ͍͜ͱʹ
ΑͬͯɼͱΓΘ͚ϑϦʔλʔ΍χʔτͳͲͷශࠔ
૚ʹରͯ͠ɼ݈ࠩ֨߁ΛؚΉ༷ʑͳ͕֨ࠩΑΓ֦
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図５　在留外国人労働者の推移
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（注）日本経済新聞（2017年7月28日　朝刊）より引用

42

31.5

21

10.5

0

（兆円）
2006 08 10 12 14 16

（年度）

図４　国民医療費の推移

6,000

4,500

3,000

1,500

0

（人） 1997 99 2001 03 05 07 09 11 13 15 17
（年度）

日本人

外国人

図６　埼玉県芝園町の人口推移

40

30

20

10

0

120

90

60

30

0

（%）

（万人）

200万円未満

2009 11 13 15 17

（年収）

（年度）

女性

男性

200万円未満

図２　肥満と所得額の関係
（注）厚生労働省（2014）より引用

図５　在留外国人労働者の推移

600万円以上

100

75

50

25

0
（%） 40歳 65歳 75歳 90歳 95歳

女性
男性

図３　2016年生まれの将来の生存率　
（注）日本経済新聞（2017年7月28日　朝刊）より引用

42

31.5

21

10.5

0

（兆円）
2006 08 10 12 14 16

（年度）

図４　国民医療費の推移

6,000

4,500

3,000

1,500

0

（人） 1997 99 2001 03 05 07 09 11 13 15 17
（年度）

日本人

外国人

図６　埼玉県芝園町の人口推移

40

30

20

10

0

120

90

60

30

0

（%）

（万人）

200万円未満

2009 11 13 15 17

（年収）

（年度）

女性

男性

200万円未満

図２　肥満と所得額の関係
（注）厚生労働省（2014）より引用

図５　在留外国人労働者の推移

600万円以上

100

75

50

25

0
（%） 40歳 65歳 75歳 90歳 95歳

女性
男性

図３　2016年生まれの将来の生存率　
（注）日本経済新聞（2017年7月28日　朝刊）より引用

42

31.5

21

10.5

0

（兆円）
2006 08 10 12 14 16

（年度）

図４　国民医療費の推移

6,000

4,500

3,000

1,500

0

（人） 1997 99 2001 03 05 07 09 11 13 15 17
（年度）

日本人

外国人

図６　埼玉県芝園町の人口推移



ʕ 8 ʕ

「教育学部紀要」文教大学教育学部 第 52 集 2018 年 池田 進一

大͢ΔՄೳੑ͕͍ߴͱ༧ଌ͕ͳ͞Ε͍ͯΔ�ʢͨͱ
͑͹ɼ٦໦ 
�200�ʣɽ
·ͨɼ大஛ʢ200�ʣʹ ΑΔͱɼྸߴԽ͕進͢ߦ
Δͱɼऀྸߴʹରͯ͠ɼ年ۚɼҩྍɼհޢͳͲʹ
ؔ͢Δࣾձอো੍౓Λ͞Βʹॆ࣮ͤ͞Δඞ要ੑ͕
ͳΔ͜ͱ͕ओҼͱͳͬͯɼެత教育΁ͷެత͘ߴ
গͤ͟ΔΛ͑ͳ͍ɽͦͯ͠ɼ大஛ʢ200�ʣݮग़͕ࢧ
͸ɼάϩʔόϧԽ΍ٕज़ֵ৽ͳͲ͕Ճ଎ͯ͠ɼΑ
Γߴ౓ͳ教育ͷॏ要ੑ͕૿͢͜ͱʹΑͬͯɼࢲత
ͳ教育ෛ୲͕૿Ճ͢ΔՄೳੑ͕͍ߴͱओு͍ͯ͠
Δɽͭ·Γɼެత教育΁ͷࢧग़͕௿Լ͢Δ͜ͱʹ
ΑͬͯɼࢠͲ΋ʹର͢Δ学ߍ教育ͷٴ΅͢ਖ਼ͷޮ
Ռ͸ऑ͘ͳΓɼͻ͍ͯ͸༷͕ࠩ֨ࡁܦʑͳ݈֨߁
ࠩΛੜͤ͡͞͏Δͱ͑ߟΒΕΔɽ
͞Βʹɼۙ౻ʢ201�ʣ͸ɼ教育֨ࠩͱͯ͠ͷ݈
͸ࣾձత֨ࠩΛॿࡦਓతͳରݸɼͯؔ͠ʹࠩ֨߁
௕͢ΔՄೳੑ͕͋Δͱ͍͏ཱ৔ʹ͍ͯͮجɼ「教
育֨ࠩͷੋਖ਼ΛਤΔ͏͑ͰɼྗࡁܦʹΑΔ教育֨
ࠩͷੋਖ਼͸ॏ要Ͱ͋Γɼ教育੓ࡦ͸݈߁੓ࡦͰ΋
͋Δ」ͱओு͍ͯ͠Δɽͭ·Γɼͨͱ͑͹ɼශࠔ
ͷࢠͲ΋�ʢॴಘਫ४͕ੜ׆อޢͷج४ͷ 1�1 ഒΑ
Γ௿͍ੈଳͷࢠͲ΋ʣ�ʹରͯ͠ɼϦεΫઓུͱ͠
ͯɼ݈߁教育Λ͓͜ͳ͏͜ͱʹΑͬͯɼ݈߁ঢ়ଶ
Λ૿進ͤ͞ɼੜ׆श׳ප౳ͷጶױΛ༧๷͢Δ͜ͱ
ͷΈͳΒͣɼϙϐϡϨʔγϣϯઓུͱͯ͠ɼ੫੍
౓΍教育ڥ؀Λ੔උ͢Δॾ੓ࡦΛ࣮͢ࢪΔ͜ͱΛ
ॏ͍ͯ͠ࢹΔɽ
要͢Δʹɼޙࠓͷ೔ຊʹ͓͍ͯɼগྸߴࢠԽ͕
͞Βʹ進͢ߦΔ͜ͱΛલఏʹ͢Δͱɼ教育֨ࠩͱ
ͯ͠ͷ݈ࠩ֨߁͸ɼ༗ޮͳϦεΫઓུͱϙϐϡ
ϨʔγϣϯઓུͱΛଟ໘తʹ࠾Βͳ͍ݶΓɼ͞Β
ʹ֦大͢Δ͜ͱ͸ؒҧ͍ͳ͍ͱ͑ߟΒΕΔɽ

6　貧困の子ども
6.1　貧困の子どもと健康格差
ශࠔͷࢠͲ΋ʹؔͯ͠͸ɼͦͷ਺͸ �00 ສਓఔ
౓ͱਪఆ͞Εɼಛʹ฼ࢠՈఉͳͲͷ一ਓ਌ੈଳ͸
໿ 12� ສੈଳͰ͋Γɼͦͷශࠔ཰͸໿ 55� ʹୡ
͍ͯ͠Δͱ͍͏ɽශࠔͷࢠͲ΋͕ੜ͡ΔओͳݪҼ

͸ɼͦͷ਌ͷੈ୅ͷ年ྸ૚Ͱͷශࠔ཰ͷ্ঢʹ͋
Δ͜ͱ͸໌Β͔Ͱ͋Δɽ۩ମతͳঢ়گͱͯ͠͸ɼ
201� 年ͷ「ࠃຽੜૅج׆ௐࠪ」ʹ ΑΔͱɼҨ଒年
ۚ΍ࣇಐැཆख౰ͳͲΛؚΉ฼ੈࢠଳͷฏۉ૯ॴ
ಘ ʢֹ໿ 2�5 ສԁʣ͸શੈଳͷฏۉ૯ॴಘ ʢֹ໿
52� ສԁʣͷ 50� ҎԼͰ͋ͬ ʢͨ೔ຊࡁܦ৽ฉ �
201� 年 � ݄ 28 ೔ ேץʣɽ
ශࠔͷӨڹʹؔ͢ΔԤถͷॾڀݚͷ݁Ռͱ͠

ͯɼශࠔՈఉͷࢠͲ΋͸ɼ݈ ೳͷൃୡɼػɼ೑ମ߁
学ۀ੒੷ɼ͓Αͼ޾෱ײʹ͓͍ͯྼΔͱ͍͏ঢ়گ
ʢͨͱ͑͹ɼ(JEEFOT
�201�ʣ΍ɼශࠔ஍ҬͰ͸ɼ
൜ࡑͷଟൃɼࣾձ෱ࢱ΁ͷա౓ͷґଘɼ͓Αͼຑ
ༀͷݦ͕༺࢖ஶʹೝΊΒΕΔͱ͍͏ঢ়گʢͨͱ͑
͹ɼΞΠεϥϯυ 
�200�ʣ͕ ใ͞ࠂΕ͍ͯΔɽ·ͨɼ
Ѩ部ʢ2015ʣʹ ΑΔௐࠪͰ͸ɼශࠔͷ೔ຊਓͷࢠ
Ͳ΋͸ɼଟ͘ͷ৔߹ʹɼ҆ՁͰɼӫཆՁ͕͖ΘΊ
ͯྼΔ৯ࣄΛͱ͍ͬͯΔͱ͍͏ঢ়͕گใ͞ࠂΕͯ
͍Δʢ೔ຊࡁܦ৽ฉ 2015 年 12 ݄ 2� ೔ ேץʣɽ
ٴͷگͷΑ͏ͳॾঢ়هΘͬͯɼ্ؔʹࠩ֨߁݈

΅͢Өڹͱͯ͠͸ɼ࣍ͷ̏ͭͷ͕֨ࠩݦஶʹೝΊ
ΒΕΔͱ͍ ʢ͏೔ຊࡁܦ৽ฉ 2018 年 1 ݄ �0 ೔ �
ேץʣɽ第̍͸ɼӡಈ΍৯ࣄʹؔͯۚ͠મ໘ͷे
෼ͳ༨༟͕ͳ͍ͱ͍͏఺ͰͷΏͱΓ֨ࠩͰ͋Δɽ
第̎͸ɼ௿ऩೖͷੈଳͷࢠͲ΋͸ɼઌߦ౤ࢿͱ͠
ͯͷ݈ͮ͘߁ΓΛ͠ʹ͍͘ͱ͍͏఺Ͱͷر๬֨ࠩ
Ͱ͋Δɽ第̏͸ɼ௿ऩೖͷੈଳͷࢠͲ΋͸ɼ݈߁
ʹؔ͢Δॾ৘ใΛಘʹ͍͘ͱ͍͏఺Ͱͷ஌ࣝ֨ࠩ
Ͱ͋Δɽ
6.2　貧困の子どもへのポピュレーション戦略　
1��1 年ʹ͞ߦࢪΕͨࣇಐැཆख౰๏ʹ͓͍ͯ

͸ɼ一ਓ਌ੈଳΛର৅ͱͯ͠ɼ年ؒΛ௨ͯ͡ɼڅ
৯අɼ教ࡐඅɼཱཱྀۚੵߦɼ部අͳͲΛࢧ෷͏͜
ͱ͕نఆ͞Εͨɽ͍ͭͰɼ1��1 年ʹ͞ߦࢪΕͨ
ಐख౰๏ʹ͓͍ͯ͸ɼத学̏年·Ͱɼ年ؒΛ௨ࣇ
ͯ͡ɼڅ৯අɼ教ࡐඅɼཱཱྀۚੵߦɼ部අͳͲΛ
ఆ͞Εͨɽ͔͠͠ɼѨ部ʢ2008ʣ͸ɼن෷͏͜ͱ͕ࢧ
௚઀੫ͱࣾձอোඅʹؔͯ͠ɼ௿ॴಘऀ͕աॏͳ
ෛ୲Λͨ݁͠Ռͱͯ͠ɼ্هͷΑ͏ͳ๏཯͸͋·
ΓػೳͤͣʹɼශࠔΛѱԽͤͨ͞ͱओு͍ͯ͠Δɽ
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೔ຊͷ݈ࠩ֨߁

ͱͯ͠͸ɼ2015޲ͷಈۙ࠷ 年݄̐ʹੜځࠔ׆
ऀځࠔ׆Εɼͦ͜Ͱ͸ɼੜ͞ߦࢪԉ๏͕ࢧཱࣗऀ
ʹରͯ͠ɼब࿑ࢧԉɼ学शࢧԉͳͲΛެతʹ͓͜
ͳ͏͜ͱ͕نఆ͞Εͨɽ
·ͨɼۙ࠷ͷಈ޲ͱͯ͠ɼ௿ॴಘͷ一ਓ਌ੈଳ
ʹରͯ͠ɼ201� 年౓͔Β࣍ͷ � ͭͷࢧԉ͕ࡦͱ
ΒΕͨɽ第̍͸ɼڅ෇͞ΕΔࣇಐ෱ࢱख౰͕ͯ
�� 年ͿΓʹҾ͖͋͛ΒΕͨ͜ͱͰ͋Δɽ第̎͸ɼ
਌ͷबۀ཰ΛߴΊΔͨΊʹɼ਌͕հޢ෱࢜ࢱ΍อ
育࢜ͳͲΛ໨ͯ͠ࢦઐ໳学ߍʹೖ学ͨ͠৔߹ʹ
͸ɼްੜ࿑ಇল͕ೖ学ۚͳͲΛି͚ͭ͠Δ੍౓Λ
ઃ͚ΒΕͨ͜ͱͰ͋Δɽ第̏͸ɼ一ਓ਌ੈଳͷ਌
ͷ௨学ͷͨΊͷੜ׆අิॿ͕֦ॆ͞Εͨ͜ͱͰ͋
Δɽ۩ମతʹ͸ɼॅຽ੫ඇ՝੫ͷੈଳ΁ͷ݄ʹ
10 ສԁͷڅࢧʹؔͯ͠ɼैདྷͷ̎年ؒͷ࠷௕ظ
ؒΛ̏年ؒͱͨ͜͠ͱɼ͓Αͼɼ४උۚͱੜ׆අ
Ͱ͋Θͤͯ࠷大ͷֹڅࢧΛ ��0 ສԁʹͨ͜͠ͱͰ
͋Δɽ
͞Βʹɼۙ࠷ͷಈ޲ͱͯ͠ɼ੓෎͸ɼ2020 年
౓͔Β௿ऩೖͷੈଳͷ大学ੜΛର৅ʹͯ͠ɼतۀ
ྉͷݮ໔΍څ෇ܕ঑学ۚͷద༻Λਪ進͢Δાஔͳ
ͲΛ͡ߨΔͱ͍ ʢ͏ே೔৽ฉ 2018 年 � ݄ � ೔ �
ேץʣɽ
্ड़ͨۙ͠࠷ͷॾಈ޲͸ɼ「ͪ࣋ࢠՈ଒ʹର͢
ΔڅࢧۚݱΛ૿΍͢͜ͱ͕ࢠͲ΋ͷශࠔ΁ͷ༗༻
ͳରࡦͰ͋Δ」�ʢΞτΩϯιϯ
�2015ʣ�ͱ͍͏ɼϙ
ϐϡϨʔγϣϯઓུΛ࣋͢ࢧΔओுͱූ͘ڧ߹͠
͍ͯΔΑ͏ʹΈ͑Δɽޙࠓͷํੑ޲ͱͯ͠͸ɼශ
ԉࢧͳͲͷ෺తͳڅࢧۚݱͲ΋ʹରͯ͠ɼࢠͷࠔ
ʹͱͲ·Βͣɼͨͱ͑͹ɼ学ߍʹιʔγϟϧϫʔ
ΧʔΛৗͨͤ͞ۈΓɼݸผࢦಋͳͲͷ学शࢧԉ΍
ੜࢧ׆ԉΛ͢Δ͜ͱΛ௨ͯ͠ɼೝ஌తʹेશʹൃ
ୡͤͭͭ͞ɼ༷ʑͳ݈͕ࠩ֨͞߁Βʹ֦大͠ͳ͍
Α͏ʹ͢Δ͜ͱ͕؊要Ͱ͋Δɽ

７　在留外国人
7.1　外国人労働者の活用に関する政策の変遷
ද 10 ͱਤ 5 ͔ΒΘ͔ΔΑ͏ʹɼ֎ࠃਓ࿑ಇऀ
ʹؔͯ͠ɼ೔ຊͷਓޱ਺͕ݮগ࢝͠Ίͨ͜ͱ͕大

͖ͳػܖͱͳͬͯɼ೔ຊͷࡁܦ໘Ͱͷજࡏ੒௕཰
Λ্ঢͤ͞͏Δ͜ͱΛओҼͱͯ͠ɼͦͷ਺͸૿Ճ
͠ଓ͚ɼଟ͘ͷରԠ͞ࢪ࣮͕ࡦΕ͖ͯͨɽ
�ͱͯ͠͸ɼ201ࡦͷ੓ۙ࠷ 年 � ݄͔ΒɼҎԼ

ͷΑ͏ͳ੍֨ࢿཹࡏ౓͕৽ͨʹઃ͚ΒΕΔͱ͍͏�
ʢே೔৽ฉ 2018年10݄12೔ ேץʣɽ͢ ͳΘͪɼ
一ఆͷٕೳਫ४ͷ೔ຊޠೳྗʹୡͨ͠֎ࠃਓΛର
৅ʹͯ͠ɼ1 ߸ͱ 2 ߸ʹ෼ྨ͞ΕΔ「ಛఆٕೳ」
ͱ͍͏֨ࢿཹࡏΛઃ͚ɼ2߸ʹ͸Ո଒ଳಉ΍௕ظ
଺͕ࡏೝΊΒΕΔΑ͏ʹͳΔɽ͜͏ͨ͠੓ࡦΛߨ
͡Δ͜ͱ͸ɼब࿑໨తͷ֨ࢿཹࡏʹؔͯ͠ɼ໿
2� ສਓʹୡ͢Δɼҩࢣ΍ห࢜ޢͳͲͷ「ߴ౓ͳઐ
໳ਓࡐ」ʹ ͱൺֱࡦఆ͞Ε͍ͯͨैདྷ·Ͱͷ੓ݶ
͢Δͱɼ大͖ͳస׵఺ͱͯ͠ଊ͑Δ͜ͱ͕Ͱ͖Δɽ

表 10　日本の外国人労働者に関する動向
年代 事項

1987 年 「JET プ ロ グ ラ ム 」（The Japan Ex-
change and Teaching Programme）：
外国人を、外国語の指導助手、国際交
流員、スポーツ国際交流員として、各
地方自治体へ招致する制度を開始した。

1990 年 「改正入管法」: 介護業務に従事する外
国国人に在留資格などを定めた法律が
施行された。その結果、外国人の定住
者が急増した。

1993 年 「外国人技能実習制度」: 発展途上国へ
の技術協力と、国際貢献を目的として
施行された。この制度では、建設業な
どの 17 業種を学ぶ外国人に在留資格を
与えて、最長で 3年間の労働を認めた。

2001 年 「第１回外国人集住都市会議」: 静岡県
浜松市で、各地方自治体が外国人住民
民に対する諸施策などに関して論じた。

2006 年 政府による「骨太の方針」で、「多文化
共生」が明記された。

2006 年 総務省が各地方自治体に対して、「多文
化共生の地域づくり」の必要性を明示
した。

2014 年 政府による「骨太の方針」で、「外国人
人材の活用は移民政策ではない」こと
が明記された。

2017 年 「技能実習適正化法」: 対象業種の拡大
と、受け入れ先の監督の強化を定めた。

2018 年 対象業種の拡大と、最長で５年間の在
留期間を定めた。
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7.2　在留外国人に関する問題点
7.2.1　外国人労働者に関する問題点
໿ 1�0 ສਓͷ֎ࠃਓ࿑ಇऀͷͳ͔ͰɼͱΓΘ͚ɼ
໿ 2� ສਓʹୡ͢Δٕೳ࣮शʢ೶ۀ΍ݐઃۀͳͲʣ
ʹब͘ऀͳͲʹؔͯ͠ɼ೔ຊۀاͷͳ͔ʹ͸ɼ҆
Ձͳ࿑ಇྗͱΈͳ͠ɼͦͷݖརΛอূ͠ͳ͍৔߹
͕͋Δͱ͍͏໰୊఺͕͋͛ΒΕΔɽͨͱ͑͹ɼ௕
࣌ؒͷ࿑ಇ΍࠷௿௞ֹۚʹຬͨͳ͍࿑ಇΛ੍͢ڧ
Δྫࣄ΍ɼ౰ॳͷ໨త֎ͷ৬৔ʹ഑ஔ͢Δ͕ྫࣄ
ใ͞ࠂΕ͍ͯΔʢே೔৽ฉ 2018 年 � ݄ 2 ೔ ே
ͱͯ͠͸ɼ੓෎ࡦʣɽ͜ͷ໰୊఺ʹؔ͢ΔରԠץ
ͱͯ͠͸ɼͨͱ͑͹ɼؔ࿈͢Δ๏཯ͷ੔උ΍ཹࡏ
؅ཧͷపఈͳͲΛɼ֤஍ํ࣏ࣗମͱͯ͠͸ɼͨͱ
͑͹ɼؔ࿈͢Δ৚ྫͷ੔උ΍೔ຊޠ教ࣨͷ։ઃͳ
ͲΛɼ͓Αͼɼ֤ۀاͱͯ͠͸ɼͨͱ͑͹ɼ࿑ಇ
ใु੍౓ͷ੔උ΍ॅ୐ͷ֬อͳͲΛɼͦΕͧΕߨ
͡Δ͜ͱ͕؊要Ͱ͋Δɽ
7.2.2　在留外国人に関する問題点
ਓͷ਺ʹؔͯ͠ɼ1��0ࠃ֎ཹࡏ 年ʹ͸໿ 105
ສਓͰ͋Γɼͦ ͷޙ͸૿Ճ͠ଓ͚ͯɼ201� 年ʹ͸ɼ
લ年ΑΓ ��5� ΄Ͳ૿Ճͯ͠ɼաߴ࠷ڈͷ໿ 25�
ສਓʹͳΓɼ૯ਓޱͷ઎ΊΔ཰͸໿ 0�85� ʹୡ͠

ͨɽࠃผͰ͸ɼதࠃਓ͕࠷ଟͷ໿ �� ສਓʢ28�ʣ
Ͱ͋Γɼ࣍ ͍Ͱɼؖ ਓ΍ϕτφϜਓ͕ଟ͔ͬͨɽࠃ
͓ʹਓ͕૿Ճ͢Δ͜ͱʹΑͬͯɼ೔ຊࠃ֎ཹࡏ

͚Δࠩ֨ࡁܦ΍݈֦͕ࠩ֨߁大͢Δ͜ͱΛ͍͘ͱ
Ί͏Δͱ͑ߟΒΕΔ͕ɼࠃ֎ཹࡏਓʹؔͯ͠ɼ೔
ຊਓͱͲͷΑ͏ʹڞੜΛ͢Δ͔ͱ͍͏໰୊఺͕͋
͛ΒΕΔɽ͜ͷ఺ʹؔͯ͠͸ɼॾ֎ࠃͰ͸ଟ文Խ
ओ ʢٛNVMUJDVMUVSBMJTNʣͱ͍͏༻ޠͷ΋ͱʹɼߦ
੓ͷઐ໳ՈͷΈͳΒͣɼࣾձ学ऀɼ教育学ऀɼࡒ
৺ཧ学ऀͳͲ͕ɼ教育੍౓ΛؚΊ֤ͨࣾձͷ͋Γ
ํΛ学ࡍతʹ͠ڀݚɼ࣮ূతͳσʔλʹ͍ͯͮجɼ
༷ʑͳ੓ࡦΛ࣮͖ͨͯ͠ࢪɽͦͷྫͱͯ͠͸ɼӳ
ͷΧφμͷͳ͔Ͱݍޠ �0�΄Ͳͷࢢຽ͕ϑϥϯε
ΔέϕοΫɾγςΟ΍ɼ1��0͢ޠݴΛ第̍ޠ 年୅
ʹͦΕ·Ͱͷന߽ओ͔ٛΒҟ文Խݍͱڞଘ͢Δ੓
มԽͨ͠ΦʔετϥϦΞ͕͋͛ΒΕΔɽ͜͏ʹࡦ
ͨ͠ଟ文Խओٛʹରͯ͠͸ɼͨͱ͑͹ɼҟ文Խؒ
ʹ͓͚Δ༷ʑͳ૬ҧΛࠃͱͯ͠ೝΊͳ͍৔߹΋͋
Δͱ͍͏൷൑΋ͳ͞Ε͖͕ͯͨɼ೔ຊͷ৔߹ʹؔ
ͯ͠͸ɼࠃ֎ཹࡏਓʹରͯ͠ͲͷΑ͏ͳ੓ࡦΛ࠾
Δʹͯ͠΋ɼ্ड़ͨ͠Α͏ʹɼ֤ઐ໳ՈʹΑΔ࣮
ূతͳσʔλʹཱ͍ͯͮجҊ͢Δͱ͍͏ํࡦΛগ
ͳͯ͘΋࠾Δ͜ͱ͕؊要Ͱ͋Δͱ͑ߟΒΕΔɽ
ۄΓɼͨͱ͑͹ɼ࡛ݶΒͳ͍࠾Λࡦํͨ͠͏ͦ

೔ຊਓॅʹڈԂொͷ৔߹ͷΑ͏ʹɼաࣳࢢޱ઒ݝ
ຽͱ֎ࠃਓॅຽͱͷؒͰഇغ෺΍૽ԻΛΊ͙Δ໰
୊ͳͲ͕ੜͨ݁͡Ռͱͯ͠ɼਤ �ʹࣔ͢Α͏ʹɼ
ਓॅຽ͕૿Ճ͖ͯͨ͠ͱͱ΋ʹɼ೔ຊਓॅຽࠃ֎
΋ੜ͡ΔՄೳੑ͕͋ޙࠓগ͖ͯͨ͠ྫͳͲ͕ݮ͕
Δɽ
一ํͰɼ1��0年୅ʹ೔ܥϒϥδϧਓͷࢠͲ΋͕

Ͳ΋ͷ೔ຊࢠͰ͸ɼ౰֘ͷࢢ඿দݝ੩Ԭͨ͠૿ٸ
ߍೳྗΛௐ΂ͨ͏͑ͰɼͦͷೳྗʹԠͯ͡ɼ学ޠ
教育ͷͳ͔Ͱɼ೔ຊޠ教育ͷઐ໳ՈͳͲͱ͠ྗڠ
ͭͭɼͨͱ͑͹ɼ「αόΠόϧ೔ຊޠͷࢦಋ」ɼ「೔
ຊࢦૅجޠಋ」ɼ「೔ຊޠɾ学शࢧԉ」ͳͲͷࢧԉମ
੍Λ੔͑Δͱ͍͏ํࡦΛ݁ͨͬ࠾Ռͱͯ͠ɼ೔ຊ
ਓͱ֎ࠃਓͱͷؒͷؔ܎ʹ大͖ͳࢧো͸ੜ͍ͯ͡
ͳ͍ͱ͍͏ྫ΋͋Δʢே೔৽ฉ 2018 年 �݄ �0
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図２　肥満と所得額の関係
（注）厚生労働省（2014）より引用

図５　在留外国人労働者の推移
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図３　2016年生まれの将来の生存率　
（注）日本経済新聞（2017年7月28日　朝刊）より引用
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図 5 在留外国人労働者の推移
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೔ ேץʣɽ
ؔ͠ʹ教育ߍͲ΋ʹର͢Δ学ࢠਓͷࠃ֎ཹࡏ
ͯɼ文Պল͸ɼ201� 年ʹɼ೔ຊޠೳྗͷे෼Ͱ
͸ͳ͍ঁࢠࠃؼ΍ɼ֎ࠃਓͷࢠͲ΋Λର৅ʹ೔ຊ
教ߍͷ学نಋΛ「ಛผͷ教育՝୊」ͱͯ͠ਖ਼ࢦޠ
育ͷͳ͔ʹҐஔ͚͕ͮͨɼࠃͱͯ͠ͷຊ֨తͳର
͸ͳ͘ɼ্ࡦ ड़ͨ͠੩Ԭݝ඿দࢢͷ৔߹ͷΑ͏ʹɼ
֤࣏ࣗମͷྔࡋʹҕͶΒΕ͍ͯΔͷ͕ݱঢ়Ͱ͋
Δɽ
7.2.3　在留外国人と健康格差
ٕೳ࣮शੜ΍ɼब࿑Λ໨తͱͯ͠ೖͨ͠ࠃͷͰ
͸ͳ͍֎ࠃਓͳͲΛ҆Ձͳ࿑ಇྗͱͯ͠ॲ۰͢Δ
一ํͰɼब࿑ϏβΛ΋ͪɼՈ଒ͷଳಉ͕ೝΊΒΕ
ͭͭɼઐ໳త෼໺ͷ৬͢ࣄैʹۀΔ「ߴ౓ͳઐ໳
ਓࡐ」ͳͲΛް۰͢Δঢ়͕گଓ͘ͳΒ͹ɼཹࡏ֎
ੜ͡͏͕گ大͢Δঢ়֦͕ࠩ֨߁ਓͷؒʹ΋݈ࠃ
Δɽ͕ͨͬͯ͠ɼࠃ֎ཹࡏਓʹ͓͚Δ݈ࠩ֨߁ʹ
ؔΘͬͯɼ݈߁ͳঢ়ଶͷͳ͔Ͱ೔ຊͰͷఆॅ΍Ӭ
ॅΛଅ進͢ΔͨΊʹɼϦεΫઓུͱ݈ͯ͠߁ʹؔ
͢Δॾ৘ใΛ఻͑Δ͜ͱɼϙϐϡϨʔγϣϯઓུ
ͱͯࣾ͠ձอো੍౓ͳͲͷ੔උͳͲͷ༷ʑͳࣾձ
౷߹੓ࡦΛ͡ߨΔ͜ͱɼ͓Αͼɼ೔ຊਓ͸ɼཹࡏ
ಈΛม༰ߦຽͱͯ͠ଊ͑ɼͦͷࢢਓΛର౳ͳࠃ֎
͢Δ͜ͱ͕ɼͦΕͧΕۓ٤ͷ՝୊Ͱ͋Δͱ͑ߟΒ
ΕΔɽ
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